
新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果について

　〇新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関すること

　　　本交付金は、新型コロナウイルス感染症の緊急経済対策として、地方公共団体が地域の実情に応じて、きめ細や

　　かに必要な事業を実施できるよう、地方公共団体が作成した実施計画に基づく事業に要する費用に対し交付金を交

　　付することにより、新型コロナウイルスの感染拡大の防止や感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活の支

　　援、事業継続や雇用維持等への対応、「新しい生活様式」を踏まえた地域経済の活性化等への対応を通じた地方創

　　生を図ることを目的としている。　　　　

（１）令和２年度交付限度額

（２）交付金活用事業総括表
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事業実施による
効果

世の中がマスク不
足となる中、行政
でマスクを確保す
ることができ、感
染の拡大防止に資
した。

施設利用者が入場
する前に体温を測
ることができるよ
うになり、施設利
用者間での感染拡
大を未然に防ぐこ
とが可能となっ
た。

住民の方が感染症
対策用品を購入す
る際の負担軽減に
繋がった。

事　業　内　容

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等

①入手困難なマスク・消毒液等を行政
　で購入し、住民、町公共施設及び町
　立小・中学校に配布し、感染拡大防
　止を図る。
②マスク・消毒液等の購入に係る経費
③事業費
・消耗品費　6,032,367円
（マスク、消毒液、パーテーション、
　除菌シート等）
・郵便料　　　147,022円
（マスク送付）
　　　計　　6,179,389円
④住民、公共施設、町立小・中学校

①公共施設等における利用者への検温
　体制を図るとともに、空気清浄装置
　を整備し、感染拡大の防止を図る。
②検温のための非接触型体温計及び体
　温測定顔認証端末、空気清浄装置購
　入に係る経費。
③事業費
・額測温サーマルカメラ
　　@154,000円×17台＝2,618,000円
・非接触式赤外線温度測定機
　　@13,200円×20台＝　 264,000円
・自立型サーマルＡＩカメラ
　　@233,200円×１台＝　233,200円
・ＡＩ体温測定顔認証システム
　　@462,000円×１台＝　462,000円
・ノータッチ薬液供給装置
　　 @19,690円×４台＝ 　78,760円
・オゾン脱臭機
　　@198,000円×１台＝　198,000円
　　　計　　　　　　　3,853,960円
④公共施設

①感染拡大防止対策に係る負担軽減の
　ため世帯に１万円を交付し、感染拡
　大防止を図る。
②住民への給付金
③事業費
・１世帯１万円×2,210世帯
　＝22,100,000円
④全世帯(基準日：令和２年４月27日)

健康福祉課
総合政策課

健康福祉課
総合政策課

健康福祉課

6,179,389 6,179,000 0 0 389

3,853,960 3,853,000 0 0 960

22,100,000 22,100,000 0 0 0

（単位：円）

令和2年度分 翌年度繰越分

№

100,595,000

353,757,000

57,194,000 0

195,968,000 0

2,224,000 98,371,000

255,386,000 98,371,000

１次配分

２次配分

３次配分

計

区　　分 交付限度額

57,194,000

195,968,000

事業主管課

（単位：円）

総事業費

国県支出金 地方債 一般財源

事　業　名

臨時交付金

財　源　内　訳

感染症拡大
防止支援事
業

公共的空間
安全・安心
確保事業

感染予防用
品購入給付
金事業
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商品券を発行、配
布することで、コ
ロナ禍で低迷した
町内の経済活性化
に資した。

販売不振に苦しむ
農業者を給付金の
給付により支援
し、営農継続の一
助となった。

事業実施による
効果

農林水産物をお送
りした方々からご
好評を得ることが
できた。加えて農
家の支援にも繋
がった。

町内事業者が助成
金等の申請を行う
際の支援体制を構
築することができ
た。

感染症の影響を受
けている観光団体
が対策用品を購入
する際の負担軽減
に繋がった。

オンラインで行う
就活の場を設ける
ことで就活生の就
活支援に資した。

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課 総事業費
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等 臨時交付金 国県支出金 地方債 一般財源

①関係人口があえて町を訪問しない場
　合に、営業休止要請等の影響を受け
　ている直売所及び農家の参画を得て
　農林水産物を送付し、応援していた
　だくことで地域経済の維持を図る。
②特産品購入及び送付等に係る経費
　（@3,000円　送料、箱代込）
③事業費
・下郷町物産館
　　244件×@3,000円＝732,000円
・道の駅しもごう
　　199件×@3,000円＝597,000円
④道の駅しもごう、下郷町観光公社

①雇用調整助成金等の支援制度申請の
　ため、社会保険労務士等の専門家へ
　の相談機会を提供し、町内事業者の
　雇用維持や事業継続を図る。
②社会保険労務士等の専門家活用に係
　る経費
③事業費
・社会保険労務士謝礼@11,000円×
　６Ｈ×６日＝396,000円
・費用弁償　　 14,208円
　　　計　　　410,208円
④社会保険労務士

①入手困難なマスク・消毒液等、感染
　防止対策用品を直接購入した団体・
　事業者等に購入経費の１／２を補助
　し、感染拡大防止対策を図る。
②マスク・消毒液・遮蔽ビニール等の
　購入に係る経費の１／２
　（上限400,000円）
③事業費
・３団体×400,000円＝1,200,000円
④観光関連団体

①当初、面談形式での説明会を開催予
　定であったが、不特定多数の者の接
　触を避けるため、オンラインにより
　実施し感染予防を図る。
②地元企業と学生をタブレットで繋ぐ
　ための経費に係る負担金
③事業費
・負担金　153,111円
④代表自治体：南会津町

①町内店舗で使用できる商品券を発行
　し、消費を促すことにより町内経済
　回復及び町民生活の支援を図る。
②商品券購入・配布、換金手数料の助
　成及び商工会への委託経費
③事業費
・商品券発行　@5,000円×5,512人
　　　　　　 　＝27,560,000円
・商品券未換金　△1,017,000円
・消耗品費　　　　　　3,828円
・郵便料　　　　　　836,018円
・事務委託料　　　1,255,000円
　　　　計　　　 28,637,846円
④全住民(基準日：令和２年６月19日)

①販売先の休業等により、農林水産物
　を出荷できず営農継続に支障を来し
　ている農家の支援を図る。
②当町に住所を有する農家を対象に一
　律５万円給付。（加算措置有り）
③事業費
・農産物販売農家
@50,000円×246経営体＝12,300,000円
・認定農業者
@100,000円×50経営体＝5,000,000円
・農業法人
@150,000円×5経営体＝　 750,000円
　　計　　301経営体　18,050,000円
④当町に住所を有する農家

総合政策課

総合政策課

総合政策課

総合政策課

総合政策課

農　林　課

846

18,050,000 18,050,000 0 0 0

1,329,000 1,329,000

0

1,200,000 1,200,000 0 0 0

153,000 0 0 111

28,637,846 28,637,000 0 0
町内循環型
経済対策支
援事業

農業者支援
給付金

ふるさと応
援事業

申請支援相
談事業

感染症拡大
防止対策事
業

オンライン
就活支援事
業

153,111

0 0 0

410,208 410,000 0 208

財　源　内　訳
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事業実施による
効果

休業や時短営業に
より収入が減少し
てしまった事業者
の経済的支援を実
現した。

災害等が発生し避
難所を開設しなけ
ればならない状況
になった際の感染
対策体制を整備し
た。

感染症拡大の影響
で学生生活の継続
に支障を来してい
る学生に対し経済
的支援を実現し
た。

コロナ禍で利用客
が減少してしまっ
ても事業を継続す
る鉄道事業者への
支援が実現した。

コロナ禍で利用客
が減少してしまっ
ても事業を継続す
る鉄道事業者への
支援が実現した。

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課

6,780,000 6,780,000 0 0 0

9,334,000 9,298,000 0 0 36,000

4,872,000 4,590,000 0 0

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等 臨時交付金 国県支出金 地方債 一般財源

財　源　内　訳

①緊急事態宣言中に休業や時短営業を
　行い感染症拡大防止に協力いただい
　た事業者の事業継続を支援。
②休業に協力いただいた事業者に協力
　金として一律５万円交付。
③事業費
・補助金　145事業者×50,000円
　　　　　　　　＝7,250,000円
④飲食店、宿泊業者、土産物店等

①避難所の衛生環境を保つため、避難
　所に消毒液等を備蓄し、自然災害等
　発生時の感染予防対策を図る。
②備蓄用マスク、消毒液等購入に係る
　経費
③事業費
・消耗品費　3,980,262円
(マスク、パーテーション、エアーマ
　ット、備蓄マット、シート等)
・備品購入費　432,300円
(非接触式電子温度計、パーテントン)
　　　計　　4,412,562円
④指定避難所（ふれあいセンター、コ
　ミュニティセンター、旭田小学校、
　下郷中学校、しもごう保育所）

①世帯収入やアルバイト収入の減によ
　り学生生活の継続に支障を来してい
　る学生の支援を図る。
②当町に住所を有する者の扶養親族で
　ある高等学校、国公私立大学（大学
　院含む）・短大・高専・専門学校等
　に修学している者を対象に一律３万
　円給付。
③事業費
・給付金
　　226人×30,000円＝6,780,000円
④当町に住所を有する者の扶養親族で
　ある高等学校以上の学校等に修学し
　ている学生

①新型コロナウイルス感染症の緊急事
　態宣言下にあっても、国から業務継
　続のための体制整備や感染防止対策
　の一層の推進を図るよう要請され、
　利用者や収益が減収しているにも関
　わらず、事業を休止することができ
　ない鉄道事業者への支援を行う。
②外出自粛要請解除以降においても、
　利用者数が回復していない状況の中
　において、地域の足として定期運行
　を余儀なくされていることから、運
　行に要する経費。
③事業費
・減便せず運行した本数3,420本×
　１本当たりの運行経費47,803円×
　基金出捐割合以内5.71％
　≒9,334,000円
④会津鉄道株式会社

①新型コロナウイルス感染症の緊急事
　態宣言下にあっても、国から業務継
　続のための体制整備や感染防止対策
　の一層の推進を図るよう要請され、
　利用者や収益が減収しているにも関
　わらず、事業を休止することができ
　ない鉄道事業者への支援を行う。
②外出自粛要請解除以降においても、
　利用者数が回復していない状況の中
　において、地域の足として定期運行
　を余儀なくされていることから、運
　行に要する経費。
③事業費
・減便せず運行した本数5,859本×
　１本当たりの運行経費27,389円×
　株式保有割合以内3.04％
　≒4,872,000円
④野岩鉄道株式会社

総合政策課

町　民　課

教育委員会

総合政策課

総合政策課 282,000

3,412,000 1,000,000 0 562

7,250,000 7,250,000 0 0 0

4,412,562

総事業費

感染症拡大
防止協力金

防災活動支
援事業

学生支援給
付金

会津鉄道運
行支援金

野岩鉄道運
行支援金
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企業の感染症対策
の促進に供した。

観光客数が激減し
大きな影響を受け
た観光関連事業者
に対し、経営持続
の支援が実現し
た。

コロナ禍により売
上げが減少してし
まった事業者に対
し、経営持続の支
援が実現できたた
め。

感染症対策のため
の施設改修の支援
が実現した。

事業実施による
効果

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課

臨時交付金

財　源　内　訳総事業費

38,780,000 38,780,000 0 0 0

4,850,000 4,850,000 0 0 0

8,667,000 5,000,000 0 0 3,667,000

①入手困難なマスク・消毒液等、感染
　防止対策用品を直接購入した企業等
　に購入経費の１／２を補助し、感染
　防止対策及び雇用の維持を図る。
②マスク・消毒液・遮蔽ビニール等の
　購入に係る経費の１／２（上限50万
　円）。
③事業費
・補助金４件分　1,092,000円
④町内企業

①コロナ感染症の拡大により、大きな
　影響を受けた町内観光関連事業者に
　対し、感染症対策の取組支援や事業
　の継続、雇用の維持を支える。
②売上減少率及び事業規模（雇用数）
　に応じ、経営を持続化するための支
　援金を減少額を上限とし交付。
③事業費
・ 20,000円×１事業者＝    20,000円
・ 50,000円×２事業者＝   100,000円
・100,000円×５事業者＝   500,000円
・120,000円×１事業者＝   120,000円
・130,000円×２事業者＝   260,000円
・140,000円×１事業者＝   140,000円
・150,000円×１事業者＝   150,000円
・180,000円×１事業者＝   180,000円
・190,000円×１事業者＝   190,000円
・200,000円×９事業者＝ 1,800,000円
・210,000円×１事業者＝   210,000円
・240,000円×１事業者＝   240,000円
・250,000円×３事業者＝   750,000円
・300,000円×８事業者＝ 2,400,000円
・400,000円×７事業者＝ 2,800,000円
・460,000円×１事業者＝   460,000円
・470,000円×１事業者＝   470,000円
・490,000円×１事業者＝   490,000円
・500,000円×26事業者＝13,000,000円
・600,000円×18事業者＝10,800,000円
・700,000円×４事業者＝ 2,800,000円
・900,000円×１事業者＝　 900,000円
　　　計　　 96事業者　38,780,000円
④観光関連事業者

①コロナ感染症の拡大により、大きな
　影響を受けた個人事業主及び小規模
　企業者（観光関連事業者除く）に対
　し、コロナ感染症対策の取組支援や
　事業の継続を支える。
②売上減少率に応じ、事業継続のため
　の給付金。
③事業費
・減少率20％以上50％未満
 @50,000円×27事業者＝1,350,000円
・減少率50％以上
@100,000円×35事業者＝3,500,000円
　　　計　　62事業者　4,850,000円
④観光関連事業者以外の個人事業主、
　小規模企業者

①コロナ感染防止対策に資する施設改
　修に対し助成を行い、安心・安全な
　観光を提供する。
②感染症対策の改修を行う観光施設へ
　の補助金。
　（１／２上限200万、下限50万）
③事業費
・補助金　７件分　8,667,000円
④観光関連事業者

総合政策課

総合政策課

総合政策課

総合政策課

0 0

国県支出金 地方債 一般財源

1,092,000 1,092,000 0

事業者応援
給付金

コロナ感染
防止観光関
連施設改修
事業

企業支援事
業

観光関連事
業者経営持
続化支援金
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事業実施による
効果

販売不振に悩む農
家に対して、この
事業で新しい販路
を構築することが
でき、販売促進の
一助となった。

学校の感染症対策
を強化し、生徒児
童が安心して学習
できる環境の整備
が実現した。

国が進めるGIGAス
クール構想に係る
１人１台端末の実
現に供した。

ICTを手段とした
児童生徒の均等な
学習機会の確保に
供した。

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課 総事業費
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等 臨時交付金 国県支出金 地方債

財　源　内　訳

①学校再開に伴う感染症対策及び学習
　保障等に係る事業を推進し、児童生
　徒が安心して学習できる環境を整備
　する。
②学校再開にあたり集団感染のリスク
　を避けるため、学校設置者が必要と
　する経費。
③事業費
・小学校
　消耗品費　　584,446円
　修繕料　　1,421,200円
　備品購入費　893,310円
・中学校分
　消耗品費　　110,536円
　修繕料　　　440,000円
　備品購入費　312,950円
　　　計　　3,762,442円
④町内小学校3校、中学校1校

①国が進めるGIGAスクール構想に係る
　１人１台端末の実現
②国庫補助の対象外となる経費。
③事業費
・３人に１台分のうち未整備分
　小学校分　51,700円×48台
　　　　　　　　　　＝2,481,600円
　中学校分　51,700円×36台
　　　　　　　　　　＝1,861,200円
・３人に２台分について国定額補助
　（45,000円/台）への上乗せ分
　小学校分上乗せ単価6,700円×149台
　　　　　　　　　　＝　998,300円
　中学校分上乗せ単価6,700円×84台
　　　　　　　　　　＝　562,800円
・教師用
　小学校分　89,100円×17台
　　　　　　　　　　＝1,514,700円
　中学校分　89,100円×６台
　　　　　　　　　　＝　534,600円
・ソフトウェア、導入費
　小学校分　　　　　　3,282,400円
　中学校分　　　　　　2,039,400円
　　　　計　 　　　　13,275,000円
④町内小学校3校、中学校1校

①今般の新型コロナウイルス感染症に
　よって鮮明化された各種感染症及び
　災害時等における学校の臨時休業等
　においてもＩＣＴを手段とした児童
　生徒の均等な学習機会の確保に資す
　る。
②町内小中学校におけるネットワーク
　環境整備に係る事業費のうち、公立
　学校情報通信ネットワーク環境施設
　整備費補助金の地方負担分。
③事業費
・設計委託小学校分　1,815,000円
　　　　　中学校分　　880,000円
・監理委託小学校分　1,540,000円
　　　　　中学校分　　517,000円
・工事請負小学校分 29,942,000円
　　　　　中学校分 13,640,000円
　　　計　　　　　 48,334,000円
④町内小学校3校、中学校1校

①新型コロナの影響で帰省できない方
　に野菜を販売し、販路を開拓する。
　また、直売所におけるインターネッ
　ト活用販売をすることにより、直売
　所及び農家を支援する。
②直売所の送料等及び野菜買い上げ料
　の一部を補助。
③事業費
・補助金
　道の駅しもごう　　1,027,000円
　下郷町物産館　　　1,231,000円
　　　　　計　　　　2,258,000円
④道の駅しもごう、下郷町物産館

農　林　課

教育委員会

教育委員会

教育委員会

3,762,442 1,874,000 1,874,000 0 14,442

23,760,000 13,275,000 10,485,000 0 0

48,334,000 19,714,000 14,310,000 12,700,000 1,610,000

2,258,000 2,258,000 0 0 0

一般財源

新しい農の
販路開拓支
援事業

学校保健特
別対策事業
費補助金

GIGAスクー
ル端末導入
事業

GIGAスクー
ル構想環境
整備事業
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事業実施による
効果

公共施設のトイレ
手洗い場を自動水
栓にすることによ
り感染症拡大の抑
制に供した。

プレミアム商品券
の発行で消費活動
を促進させたこと
により、町内経済
の活性化が実現さ
れた。

コロナ禍による利
用客減少に苦しむ
公共施設の指定管
理者の経営持続に
資した。

煩雑な手続きを必
要としない給付の
形をとることで、
迅速な家計支援を
行うことができ
た。

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課 総事業費
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等 臨時交付金 国県支出金

①新型コロナウイルス感染症の拡大に
　伴い、外出自粛等により消費意欲が
　低下し、町内経済が様々な分野で影
　響を受けていることや感染予防用品
　購入の一助とするため感染拡大防止
　に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速
　かつ的確に家計への支援を行う。
②定額給付金及び関係事務費に係る経
　費。
③事業費
・定額給付金
　@5,000円×5,349人＝26,745,000円
・事務費
（消耗品、郵便料、振込手数料）
　　　　　　　　　　　1,336,470円
　　　　計　　　　　 28,081,470円
④全町民(基準日：令和３年２月２日)

①災害時の避難所ともなる公共施設ト
　イレの手洗いを自動水栓化にするこ
　とにより、衛生の確保を図る。
②３施設のトイレ手洗いの自動水栓化
　に係る経費。
③事業費
・役場庁舎（14か所）1,243,000円
・ふれあいセンター（15か所）
　　　　　　　　　　1,276,000円
・コミュニティセンター（11か所）
　　　　　　　　　　　968,000円
　　　　　計　　　　3,487,000円
④役場庁舎、ふれあいセンター、
　コミュニティセンター

①新型コロナウイルス感染症拡大によ
　る観光客の大幅な減少により、特に
　売上が減少している宿泊施設や観光
　施設、飲食店等で利用できるプレミ
　アム（20％）付き商品券（電子マネ
　ー）を発行することで、収束期にお
　ける地元利用及び復興期における観
　光客による利用により、消費を喚起
　する。
②プレミアム商品券発行事業補助金に
　係る経費。
③事業費
・補助金
　プレミアム分　4,000,000円
　（発行額20,000千円分）
・事務手数料　　　200,000円
　　　　計　　　4,200,000円
④下郷町商工会

①新型コロナウイルス感染症の影響を
　受けた公共施設の指定管理者に対し
　て、感染症拡大防止対策のステージ
　に十分配慮した上で実施する維持管
　理体制を支援し、経営の持続化を図
　る。
②公共施設管理維持体制(指定管理料)
　に係る経費に対し、対前年比（4月
　～12月）減収分の３／４以内を支援
　（25,000千円上限）。
③事業費
・野外活動施設　　　836,000円
・養鱒センター　　1,285,000円
・大内宿食の館　　　464,000円
・三彩館　　　　　　202,000円
・町並み展示館　　2,043,000円
・道の駅しもごう　3,533,000円
　　　　計　　　　8,363,000円
④一般財団法人下郷町観光公社、
　下郷町地域振興株式会社

町民定額給
付金事業

財　源　内　訳

総　務　課
教育委員会

総合政策課

総合政策課

総合政策課 4,200,000 4,200,000 0 0 0

8,363,000 8,363,000 0 0 0

28,081,470 28,081,000 0 0 470

3,487,000 3,487,000 0 0 0

地方債 一般財源

公共施設衛
生確保事業

プレミアム
商品券発行
事業

指定管理者
持続化事業
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事業実施による
効果

助成金の支給に
より、医療・福
祉関係事業所の
事業継続の支援
を行うことがで
きた。

当町の基幹産業
である観光を支
える事業者に対
する支援が実現
した。

№ 事　業　名

事　業　内　容

事業主管課 総事業費
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業費
④対象者、対象施設等 臨時交付金 国県支出金

財　源　内　訳

合　　　　計 302,896,988 255,386,000 27,669,000 12,700,000 7,141,988

一般財源

①新型コロナウイルス感染症の拡大に
　より大きな影響を受け、感染症対策
　を講じながら事業を継続している医
　療・介護・社会福祉施設等サービス
　事業所に対し、感染症対策及び事業
　継続、医療体制の維持を図る。
②介護、福祉、医療サービスを行う事
　業者へ職員数により助成金を支給。
　（150,000円～500,000円）
③事業費
・職員数１人～５人
　@150,000円×３事業所＝　450,000円
・職員数６人～15人
　@300,000円×６事業所＝1,800,000円
・職員数16人～30人
　@400,000円×１事業所＝　400,000円
・職員数30人以上
　@500,000円×３事業所＝1,500,000円
　　　計　　　13事業所　4,150,000円
④町内社会福祉施設等

①緊急事態宣言発令に伴い、観光業な
　ど町内事業者は大きな影響を受けて
　いるため、事業継続の支援を図る。
②町内に事業所を有する観光業及び関
　連事業者を対象に一律５万円給付。
③事業費
・対象事業者171事業者×@50,000円
　＝7,021,000円
④観光事業者（宿泊、飲食、土産物
　店等）、観光関連事業者（卸店等）

総合政策課

総合政策課 8,550,000 7,021,000 0 0 1,529,000

4,150,000 4,150,000 0 0 0

地方債

介護・福祉
施設及び医
療体制維持
助成金事業

事業者営業
継続緊急支
援金


